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●H47年には大阪府人口は117万人減少（対H22比：13％減） 

●生産年齢人口は戦後最低水準へと推移（H22：64％ ⇒ H47：56％） 
  老年人口は長期的・継続的に増加（H22：23％ ⇒ H47：35％） 

●右肩上がりの経済成長を前提とした交通量推計から、予測値を下方修正 
   集中発生交通量 H2センサス ⇒ H17センサス ２８．８％減 
   走行台キロ     H2センサス ⇒ H17センサス １７．３％減 

公共投資の制約 

交通量の推移 

「人口増加、拡大型社会」から「人口減少、成熟型社会」へ 

●厳しい財政状況により公共投資額は年々圧縮 

 ・ 抑制 
 
●これまで整備してきた都市基盤施設が一斉に 
   更新時期を迎え、維持管理費も増大 

 
○活力・競争力のある都市の形成 
  ●次世代産業の誘致、集積 
  ●物流機能の強化 
 
○集約・連携型都市構造の強化 
  ●鉄道駅を中心とした都市機能の維持・強化 
 
○環境負荷の小さい都市の形成 
  ●充実した歩行空間や自転車走行空間の確保 
  ●緑陰に覆われた多様な街路空間形成 
 
○安全で安心な都市の形成 
  ●歩いて暮らせる安全で快適な生活環境の創出 
  ●災害時の円滑な救援・救助機能の強化 

 【見直しの効果】 
 ①土地利用・土地の流動性が高まる  

    ■事業実施時期が明確になるため、建物の更新・建て替えの判断が 
            容易となり、地権者の生活設計が立てやすくなる。 
    ■都市計画法第53 条の手続きが不要になる。 
      市街化区域では、制限がなくなることで、これ迄以上に不動産取引 
            などの土地の市場流通性が高まる可能性がある。 
    ■道路や周辺開発に対する住民の期待感に対する行政の説明責任が 
            明確になる。 
 ②住宅使用期間の長期化 
   住生活基本法に定める長期優良住宅の普及につながりやすくなる。 
    ■我が国の平均住宅使用年数 ３０年 ⇒ ４０年 
    ■中古住宅市場の拡大     
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旧都市計画法 

バブル経済期 高度経済成長期 戦前・戦後復興期 

未着手率＝641㎞/1580㎞＝41％ 未着手率 ＝75㎞/461㎞＝16％ 

大阪府の人口推移 大阪府の老年、年少、生産人口推移 大阪府の道路予算実績 

発生集中交通量の推移（近畿版） 将来走行台キロ推計結果比較 
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見直しの背景 

○戦後の復興のための都市計画はその意義を失っている。 
○高度経済成長期の都市計画は、急激な人口増加、交通量の増大に対処するための 
  ものであり、成熟型社会である今日とは、時代背景が大きく異なる。 
○戦前、戦後の古い都市計画道路は、歩道、幅員等において、現在の規格（道路構造 
   令）に適合しないものもある。 
                   ▼ 
都市計画道路の量と質についてどこまで必要かについて検証 
                   ▼ 
○時代に適合した都市計画道路の意義と整備目途の明確化 
○不要な権利制限を解除 

見直しの意義 

新都市計画法 （線引き制度の導入） 

※H52の数値については、これまでの伸び率を勘案し設定 

見直しにあたって目指すべき将来像、集中・選択の方向性 

大阪府における年次別都市計画決定延長 
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今後の投資
可能額の伸
びを±０％で
設定 

新設（充当可能）費 

更新費 

災害復旧費 

維持管理費 

維持管理・更新費が投資可

維持管理・更新費の推計 

  

  

見直しの検討 

（見直しの基本方針） 

  
更なる見直し 

新たな都市計画 

  
都市計画の見直し 

（廃止・変更・存続） 
H23～H25 

   評価 
都市計画基礎調査 
事業の進捗度 
財政状況 等 
関連計画の状況 

都市計画道路見直しのイメージ 

（政令市除く） 

定期的な見直し ⇒ 概ね10年に１度 

急激な社会経済情勢・財政状況の変化 

      ⇒ 適宜必要な時期に見直し 



    ■中古住宅市場の拡大     

見直しの基本方針 

【交通容量を確保するために必要な年数】 
 妥当な交通容量と将来交通量との供給バラ 
ンスがとれるまでに今後必要となる年数（想定）                    

【実感できる事業効果の期間】 
 将来を通じて府民が実感できる計画の期間
は30年程度と想定。 

【法令等による土地に係る権利期間】 
・借地権の存続期間は30年 
・生産緑地の買取申し出、制限解除期間は 
 30年 
等から、通常、土地の利用について予測の 
つく範囲が30年と考えられる。 

30年を実現性の目安とする 

実現性 

必要性 

廃  止 

 

存  続 

再検討 

公共投資額からの実現性 

●現在の投資余力を前提 

 として概ね30年以内に 

 おける整備の可能性 

支障物件や道路構造上の問

題からの実現性 

●補償の対象となる物件 
 の多寡や集合住宅等の 
 立地状況 
●寺社仏閣や地形上の制 
 約の有無 

事業に対する期待度や合意

状況 

  
必要性低い かつ 実現性低い 

②交通処理機能 

●物流拠点、生産拠点への 
 アクセス 
●高速道路ICへのアクセス 
●混雑度の改善効果 

③交通安全機能 

●歩行者等の安全性の確保 
●自転車や徒歩による駅へ 
 のアクセス機能 

⑥防災機能 

●広域緊急交通路のバイパス 
 機能・アクセス機能 
●延焼遮断機能 
●消防活動困難区域解消機能 

  

必要性高い かつ 実現性高い 

         （30年以内） 

必要性高い しかし 実現性中（30年以降） 

  

  
必要性 

交通安全機能 

防災機能 

を有するものは存続 

  

  実現性 

④市街地形成機能 

●駅周辺に都市機能を集約する 
 機能 
●具体的な市街地整備予定の 
 有無 
●今後、市街化を図る区域での 
 都市的土地利用の誘導機能 

⑤環境形成機能 

●みどりの環境軸形成機能 
●低炭素型の都市形成支援機能 

都市計画道路見直しのイメージ 見直しの視点 

①変更廃止 将来交通量の減少に伴うネットワークの変更 

②変更廃止 代替機能の存在による計画の廃止 

③変更 交通量減による車線数の変更 

④変更 自動車専用道・鉄道等導入空間削除による幅員の変更 

⑤変更 断面構成の変更 

⑥変更 歴史的資源の維持・確保のための線形変更 

⑦変更 幅員を現道に整合するよう変更 

都市計画道路見直しのパターン 
凡例 

⑦代替機能となる路線の存在 

②～⑥の機能を有する代替道
路（計画）の存在有無 

①都市づくりの方針との整合性 

市街化区域内に在するか、市街化調整区域に在するか 

●事業に対する期待度や 
 地域の合意形成状況 

※【都市計画区域マスタープランによる方針】 
  原則として市街化区域への編入は抑制する。 
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Yes 

  

交通安全機能 

防災機能 

Yes No 

No 

大阪府決定の都市計画道路 

存続候補 幅員変更 廃止候補   

都市計画の手続きへ 

※機能的にまとまりのある 

 区間毎に評価 

  
概ね30年以内に 
整備着手可能か 

No 

【必要性】 

【実現性】 

Yes 

Yes 

が著しく高いか 

見
直
し
カ
ル
テ 

市及び 
地域住
民 
との協
議調整 

Yes 

No 

Yes No 

主に市街化区域内に存在 

交通処理機能 
  ・物流拠点、生産拠点アクセス機能 
  ・高速道路アクセス機能 
  ・広域ネットワーク機能 
  ・府県間連絡機能 

交通安全機能 
・歩行者空間確保機能 

・公共交通利用促進機能 等 

防災機能 
・ 広域防災拠点アクセス機能 

・ 広域緊急交通路代替機能 

・ 密集市街地再生機能  等 

市街地形成機能 
・駅周辺等への集約連携型 

 都市構造形成機能 

・都市的土地利用誘導機能 

環境形成機能 
・みどりの軸形成機能 

・低炭素型の都市形成支援 

 機能 等 

No（未着手） 
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